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令和元年５月１日 
  



 

この財政事情書は、市の財政状況と市が管理する地方公営企業の業務状況を広く市民の

皆様にお知らせし、市政に対する御理解と御協力をいただくため、市が公表するものです。 

今回は、令和元年度における重点事業及び平成 30年度下半期（平成 30年 10 月１日から

平成 31 年 3 月 31 日まで）における財政運営の状況及び公営企業の業務状況について公表

します。 

 

 

 

 

 

  

まえがき 



 

 

 

 令和元年度一般会計当初予算の総額は、歳入歳出それぞれ 147 億円で、前年度と比較し

て 160,000 千円、1.1％の増となりました。 

 これは、国営九頭竜川下流土地改良事業負担金（649,692 千円）、芦原温泉駅周辺整備事

業（586,200 千円）、金津小学校プール改築事業（182,500 千円）などが予定されているこ

とが要因として挙げられます。 

 

各会計予算規模                         （単位：千円、％） 

区分 

会計 

令和元年度

当初予算額 

平成 30 年度

当初予算額 
比較増減額 増減率 

一般会計 14,700,000 14,540,000  160,000 1.1 

特

別

会

計 

国民健康保険特別会計 3,209,500 3,112,900 96,600 3.1 

後期高齢者医療特別会計 352,500 333,780 18,720 5.6 

農業者労働災害共済特別会計 5,000 5,000 0 0.0 

公
営
企
業
会
計 

水道事業会計 947,574 992,770 △45,196 △4.6 

公共下水道事業会計 2,393,541 2,320,609 72,932 3.1 

工業用水道事業会計 - 16,845 △16,845 皆減 

農業集落排水事業会計 - 27,515  △27,515 皆減 

合計 21,608,115 21,349,419  258,696  1.2  

※工業用水道事業会計は、平成 30年度で会計を廃止しました。 

※農業集落排水事業会計は、平成 30 年度で会計を廃止し、公共下水道事業会計と統合しま

した。 

 

一般会計予算規模推移 
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第１ 令和元年度当初予算の概要 

（年度） 

１ 予算規模 



 

 歳入は、市税等の自主財源が 6,404,489 千円、構成比 43.5％で、国県支出金、市債等の

依存財源が 8,295,511 千円、構成比 56.5％となっています。 

 主な内容としては、法人市民税の税収が減少となる見込となっており、市税が前年比

35,000 千円、0.7％減となっています。 

 また、県支出金が、199,562 千円、13.6％減となっています。これは、福井しあわせ元気

国体関連補助金、若手農業者園芸リースハウス整備事業費補助金などが減少したことが主

な要因です。 

 市債は、国営九頭竜川下流土地改良事業負担金などに借入を予定しており、580,700 千円、

51.2％の増となっています。 
 

一般会計 性質別内訳（歳入）                    （単位：千円、％） 

区分 

款 

令和元年度 平成 30 年度 比較増減額 

Ｃ＝Ａ－Ｂ 

増減率 

Ｃ/Ｂ×100 予算額 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比 

市税 4,706,859 32.0 4,741,859 32.6 △35,000 △0.7 

分担金及び負担金 267,397 1.8 299,301 2.1 △31,904 △10.7 

使用料及び手数料 159,554 1.1 170,001 1.2 △10,447 △6.1 

財産収入 80,202 0.5 72,612 0.5 7,590 10.5 

寄附金 2,272 0.0 82 0.0 2,190 2,670.7 

繰入金 699,376 4.8 793,176 5.5 △93,800 △11.8 

繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 

諸収入 488,828 3.3 541,140 3.7 △52,312 △9.7 

地方譲与税 115,000 0.8 118,000 0.8 △3,000 △2.5 

利子割交付金 5,000 0.0 6,000 0.0 △1,000 △16.7 

配当割交付金 14,000 0.1 16,000 0.1 △2,000 △12.5 

株式等譲渡所得割交付金 12,000 0.1 15,000 0.1 △3,000 △20.0 

地方消費税交付金 530,000 3.6 519,000 3.6 11,000 2.1 

ゴルフ場利用税交付金 52,000 0.4 60,000 0.4 △8,000 △13.3 

自動車取得税交付金 18,000 0.1 33,000 0.2 △15,000 △45.5 

環境性能割交付金 5,700 0.0 0 0.0 5,700 皆増 

地方特例交付金 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0 

地方交付税 2,830,000 19.3 2,780,000 19.1 50,000 1.8 

交通安全対策特別交付金 3,000 0.0 3,000 0.0 0 0.0 

国庫支出金 1,715,339 11.7 1,757,494 12.1 △42,155 △2.4 

県支出金 1,269,972 8.6 1,469,534 10.1 △199,562 △13.6 

市債 1,715,500 11.7 1,134,800 7.8 580,700 51.2 

歳入合計 14,700,000 100.0 14,540,000 100.0 160,000 1.1 

２ 一般会計歳入予算の概要 



（１）歳出の性質別区分の状況 

 歳出は、人件費等の義務的経費が 6,612,417 千円、構成比 45.0％で 2.4％の増、投資的

経費が 1,627,875 千円、構成比 11.1％で 12.3％の減、物件費等その他の経費が 6,459,708

千円、構成比 43.9％で 3.7％の増となっています。 

主な増減の内容としては、補助費等で福井しあわせ元気国体あわら市実行委員会運営負

担金で減となったものの、国営九頭竜川下流土地改良事業負担金の増により、363,427 千円、

12.5％の増となっているほか、普通建設事業費は 12.2％の減となっています。これは、認

定こども園施設整備費補助金、石塚橋改築及び瓜生・石塚線改良事業、北陸新幹線整備関

連事業、伊井公民館改修事業が減となったことなどが要因として挙げられます。 

 

一般会計 性質別内訳（歳出）                    （単位：千円、％） 

区分 

性質 

令和元年度 平成 30 年度 比較増減額 

Ｃ＝Ａ－Ｂ 

増減率 

Ｃ/Ｂ×100 予算額 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比 

 人件費 2,212,964 15.0 2,196,035 15.0 16,929 0.8 

扶助費 2,845,652 19.4 2,708,710 18.6 136,942 5.1 

公債費 1,553,801 10.6 1,550,838 10.8 2,963 0.2 

義務的経費 6,612,417 45.0 6,455,583 44.4 156,834 2.4 

 補助事業 656,333 4.5 910,038 6.3 △253,705 △27.9 

単独事業 737,433 5.0 719,872 5.0 17,561 2.4 

県営負担金 232,809 1.6 223,170 1.4 9,639 4.3 

災害復旧費 1,300 0.0 3,800 0.0 △2,500 △65.8 

投資的経費 1,627,875 11.1 1,856,880 12.7 △229,005 △12.3 

 物件費 1,915,572 13.0 2,059,209 14.2 △143,637 △7.0 

維持補修費 45,800 0.3 46,603 0.3 △803 △1.7 

補助費等 3,279,268 22.3 2,915,841 20.1 363,427 12.5 

積立金 1,537 0.0 1,537 0.0 0 0.0 

投資及び出資金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

貸付金 150,700 1.0 150,700 1.0 0 0.0 

繰出金 1,056,831 7.2 1,043,647 7.2 13,184 1.3 

予備費 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0 

その他経費 6,459,708 43.9 6,227,537 42.9 232,171 3.7 

歳出合計 14,700,000 100.0 14,540,000 100.0 160,000 1.1 

 

  

３ 一般会計歳出予算の概要 



（２）歳出の目的別区分の状況 

 

一般会計 目的別内訳（歳出）                    （単位：千円、％） 

区分 

款 

令和元年度 平成 30 年度 比較増減額 

Ｃ＝Ａ－Ｂ 

増減率 

Ｃ/Ｂ×100 予算額 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比 

議会費 165,316 1.1 172,793 1.2 △7,477 △4.3 

総務費 1,351,956 9.2 1,393,108 9.5 △41,152 △3.0 

民生費 4,762,243 32.4 4,797,053 33.0 △34,810 △0.7 

衛生費 784,821 5.3 784,832 5.4 △11 0.0 

労働費 52,221 0.4 53,043 0.4 △822 △1.5 

農林水産業費 1,394,021 9.5 934,036 6.4 459,985 49.2 

商工費 403,973 2.8 358,525 2.5 45,448 12.7 

土木費 2,153,509 14.6 2,049,834 14.1 103,675 5.1 

消防費 534,454 3.6 521,399 3.6 13,055 2.5 

教育費 1,530,847 10.4 1,909,201 13.1 △378,354 △19.8 

災害復旧費 1,300 0.0 3,800 0.0 △2,500 △65.8 

公債費 1,553,801 10.6 1,550,838 10.7 2,963 0.2 

諸支出金 1,538 0.0 1,538 0.0 0 0.0 

予備費 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0 

歳出合計 14,700,000 100.0  14,540,000 100.0  160,000 1.1 

 



Ｐｌａｎ－Ａ「新幹線を迎える」

1 拡 ブランド推進事業
 12,257 政策課

2 外国人観光客受入推進事業 17,897 観光振興課

3 周遊・滞在型観光推進事業 6,325 観光振興課

4 「ちはやふる」を活用した知名度向上事業 10,000 観光振興課

5 観光推進事業 10,885 観光振興課

6 観光推進事業（イベント） 16,900 観光振興課

7 新 二次交通アクセス強化事業 4,830 観光振興課

8 新 芦原温泉駅周辺整備事業（賑わい創出） 17,700 観光振興課

9 拡 芦原温泉駅周辺整備事業（基幹整備） 568,500 新幹線まちづくり課

観光振興、移住定住、少子化対策などの施策を引き続き積極的に推進します。

  令和元年度予算では、平成28年３月に策定した「第２次あわら市総合振興計画」の基本理念

である「暮らしやすくて　幸せを実感できるまち」を実現するため、今後10年間で重点的に実

施していく施策をまとめた６つプランを総合的かつ複合的に推進することと併せ、平成27年10

月に策定した「まち・ひと・しごと創生総合戦の略」の実現に向け、まちづくり、創業支援、

・あわら温泉・金沢駅間のバス運行を廃止し、市内周遊バス運行へ切替え

重要政策への予算配分

「第２次あわら市総合振興計画」における６つのプランに基づく主要事業

・福井県の北の玄関口の整備
・魅力的な観光地づくりと観光の振興
・市民の足の確保

・プロモーションビデオ制作、あわらむすびProjecｔ、インスタグラム写真コンテスト など

・越前加賀インバウンド推進機構負担金（スマホアプリを活用した動向調査、観光ガイドの育成 など）
・外国人滞在型観光促進事業補助金（外国からの団体旅行を実施した旅行会社への補助）
・外国人観光客受入環境整備事業補助金（外国語表記や公衆無線ＬＡＮ環境整備に対する補助）

・坂井・あわらエリア周遊滞在型観光推進委員会負担金（あわら温泉、三国温泉の魅力向上 など）

・ちはやふる原画展、声優イベント、全国競技かるた女流選手権大会 など

・観光タクシー事業
・観光地域づくり事業（ガイド育成、商品開発等）

・魅力発信事業（パンフレット等）
・観光コンシェルジュ育成事業

・湯かけまつり事業補助金
・あわら灯源郷事業補助金
・あわら湯けむり映画祭開催補助金

・オンパク事業補助金
・北潟湖畔花菖蒲まつり事業補助金
・あわら観月の夕べ事業補助金

・魅力体感施設基本設計業務委託料
・駅西口エリア活用促進業務委託料（平成30年度9月補正 5,000） など

・西口駐車場、東口広場等における実施設計業務委託料
・自由通路工事負担金
・賑わい空間、市道整備に係る土地購入費・補償費 など

４ 重点事業 

 



Ｐｌａｎ－Ｂ「まちを輝かせる」

1 拡 まち・むらときめき推進事業 10,000 総務課

2 空き家対策事業 1,235 生活環境課

3 公共交通対策事業 35,310 生活環境課

4 デマンド交通運行事業 39,305 生活環境課

5 新 北潟湖自然再生協議会負担金 1,500 生活環境課

6 新 史跡調査事業 2,000 文化学習課

7 道路更新防災等対策事業補助金等事業（石塚橋） 50,000 建設課

8 社会資本整備総合交付金事業（瓜生・石塚線） 10,000 建設課

9 社会資本整備総合交付金事業（橋梁・道路付属物長寿命化） 35,912 建設課

10 社会資本整備総合交付金事業（道路舗装改良） 30,000 建設課

11 拡 準用河川改修事業（波松川） 39,500 建設課

Ｐｌａｎ－Ｃ「人をはぐくむ」

1 拡 まち・むらときめき推進事業 10,000 （再掲）総務課

2 拡 休校利活用事業 10,134 政策課

3 地域と進める体験推進事業 1,800 教育総務課

4 小中学校講師等配置事業 41,291 教育総務課

5 国際交流事業 12,688 

6 国際理解教育推進事業 7,997 教育総務課

7 小中学校運営支援事業 4,952 教育総務課

8 拡 金津小学校プール改築事業 182,500 教育総務課

9 新 金津小学校体育館改修事業（防水工事） 38,000 教育総務課

・集落ときめき活動事業補助金 など
　（①集落における担い手育成支援、②集落間の連携支援、③集落における課題解決への支援）

・景観に配慮したまちなみづくり
・自然豊かなふるさとづくり
・快適な生活環境の整備

・集落ときめき活動事業補助金 など
　（①集落における担い手育成支援、②集落間の連携支援、③集落における課題解決への支援）

・空き家等相談会
・特定空き家等除去支援補助金 など

・えちぜん鉄道維持支援事業補助金
・広域生活路線等維持対策補助金

・乗合タクシーの運行

・北潟湖自然再生協議会：平成30年11月、法定協議会として設立
・自然再生事業計画の策定 など

・神宮寺城跡（沢・指中）測量

・平成30年度 設計、平成31年度 工事

・優れた教育環境の整備
・地域で活躍する人材の育成
・コミュニティ活動への支援

・休校利活用の検討
・地域団体への支援 など

・小中学校におけるふるさと教育の推進

・小学校：多動性児童、特別支援児童及び低学年生活支援に係る講師等を配置
・中学校：教科補充、学校生活支援に係る講師等を配置

教育総務課・総務課

・中学校生徒の派遣交流
・金津高等学校生徒の派遣交流への助成

交流先：アメリカ オレゴン州 ユージン市
　　　　　中国 浙江省 紹興市

・外国語指導助手（ALT）の配置

・学校運営支援員の配置
・部活動支援員、地域スポーツ指導者の配置



10 新 中央公民館改修事業（外壁工事） 22,000 文化学習課

11 新 図書館システム更新事業 16,200 文化学習課

12 金津創作の森運営事業 100,891 文化学習課

Ｐｌａｎ－Ｄ「安らぎを守る」

1 拡 まち・むらときめき推進事業 10,000 （再掲）総務課

2 拡 人工透析通院費助成費 1,200 福祉課

3 福祉タクシー利用料金助成費 1,400 福祉課

4 拡 地域生活支援事業（障害者福祉サービス給付） 32,547 福祉課

5 拡 生活困窮者自立支援事業 13,283 福祉課

6 新 ひとり親家庭児童学習支援事業 1,500 子育て支援課

7 拡 病児・病後児保育事業 12,300 子育て支援課

8 放課後子どもプラン推進事業（放課後子どもクラブ） 47,242 子育て支援課

9 子育て世代包括支援センター事業（こあらっこ） 8,088 子育て支援課

10 特定不妊治療費助成費 3,000 子育て支援課

11 新 あわらっこ子育て応援祝金 4,400 子育て支援課

12 私立認定こども園等運営支援事業 1,020,660 子育て支援課

13 新 健康のつどい事業交付金 3,600 健康長寿課

14 新 風しん抗体検査・予防接種事業 5,780 健康長寿課

15 救急医療体制整備事業 3,901 健康長寿課

16 農村地域防災減災事業　　　 5,000 農林水産課

17 社会資本整備総合交付金事業（除雪機械整備） 26,043 建設課

18 木造住宅耐震改修促進事業 1,876 建設課

・体験・実践を通じて、健康の維持・介護予防への取組みを推進

・安心で安全なまちづくり
・子育て支援の充実と少子化対策
・高齢者に優しいまちづくり

・集落ときめき活動事業補助金 など
　（①集落における担い手育成支援、②集落間の連携支援、③集落における課題解決への支援）

・公共交通機関利用者に対する助成の増額

・基幹相談支援センターの新規設置（坂井市と共同）
・相談支援所、地域活動支援センターの設置
・日常生活用具給付、移動支援給付、日中一時支援給付、訪問入浴サービス給付 など

・家計相談支援の追加、児童学習支援の拡充
・自立相談支援、就労準備支援 など

・利用施設の拡充（坂井市に加え、福井市と広域利用契約を締結）

・出産祝金（第１子 10,000円、第２子 30,000円、第３子以降 50,000円）の支給

・認定こども園施設型給付金
・広域入所委託料

・一時預かり事業補助金
・延長保育事業補助金 など

・風しんの抗体保有率が低い「39歳～56歳の男性」を対象として、検査・接種を実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・休日在宅当番医制運営事業委託料
・病院群輪番制病院運営事業補助金

・小児救急医療支援事業補助金
・坂井地区二次救急医療運営事業補助金

・排水機場の長寿命化対策に係る調査

・耐震診断、改修補助金



Ｐｌａｎ－Ｅ「力をみなぎらせる」

1 拡 まち・むらときめき推進事業 10,000 （再掲）総務課

2 新規就農者支援事業 20,857 農林水産課

3 拡 有害鳥獣駆除事業 12,227 農林水産課

4 拡 鳥獣害防止対策事業 12,565 農林水産課

5 福井米生産体制整備事業 38,300 農林水産課

6 農道保全対策事業負担金 70,000 農林水産課

7 経営体育成基盤整備事業負担金 38,000 農林水産課

8 新 国営九頭竜川下流土地改良事業負担金 649,692 農林水産課

9 多面的機能支払交付金事業 232,824 農林水産課

10 拡 スモール・ビジネス支援事業 7,448 商工労働課

11 新 商業エリア空き店舗・空き家改修事業 10,000 商工労働課

12 市街地賑わい創出事業 3,630 商工労働課

13 中小企業振興資金預託金 100,000 商工労働課

14 新 企業等魅力紹介ガイド制作事業 4,700 商工労働課

15 商工フェスティバル事業補助金 3,000 商工労働課

Ｐｌａｎ－Ｆ「夢をつなぐ」

1 拡 移住定住促進事業 4,534 政策課

2 縁結び推進事業 1,100 子育て支援課

3 拡 ブランド推進事業
 12,257 （再掲）政策課

4 拡 スモール・ビジネス支援事業 7,448 （再掲）商工労働課

・坂井北部線（フルーツライン）

・企業誘致と立地企業への支援
・商業の振興と市街地の活性化
・強い農業、林業、漁業の実現

・集落ときめき活動事業補助金 など
　（①集落における担い手育成支援、②集落間の連携支援、③集落における課題解決への支援）

・新規就農者移住サポート事業（リフォーム・農舎等借入に対する補助）
・新規就農者支援事業（就農奨励金、農具等整備・住宅借入・農業機械等整備に対する補助）
・農業次世代人材投資事業（就農奨励金）
・園芸産地総合支援事業（ハウス等整備に対する補助）

・鳥獣害防止総合対策事業補助金（獣害グレーチング整備に対する補助）
　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　（緩衝帯、固定柵等整備、捕獲わな購入に対する補助）
・鳥獣害のない里づくり推進事業補助金（電気柵整備に対する補助）

・穀類乾燥調製貯蔵施設（ＪＡ）の整備に対する補助

・区画整理、暗渠排水整備（柿原区）

・空き家・空き店舗を活用する起業者への支援

・商業エリア（芦原温泉駅、あわら湯のまち駅周辺）の空き家・空き店舗を活用する起業者への支援

・店舗改装への支援
・商品開発・販路開拓（あわらキャッチプロジェクト）への支援
・イベントに対する支援

・移住・定住の促進
・結婚しやすい環境の整備
・雇用の創出と働きやすい環境の整備

・地域おこし協力隊員による移住定住促進

・イベント・セミナーの開催

・プロモーションビデオ制作、あわらむすびProjecｔ、インスタグラム写真コンテスト など

・空き家・空き店舗を活用する起業者への支援



5 新 商業エリア空き店舗・空き家改修事業 10,000 （再掲）商工労働課

6 新 企業等魅力紹介ガイド制作事業 4,700 （再掲）商工労働課

7 住宅取得等支援事業 2,700 建設課

8 社会資本整備総合交付金事業（公営住宅長寿命化） 34,570 建設課

■ その他の主要事務事業

1 嶺北消防組合負担金　 512,204 総務課

2 国民健康保険特別会計繰出金 199,261 市民課

3 後期高齢者医療特別会計繰出金 84,537 市民課

4 福井県後期高齢者医療広域連合負担金 361,807 市民課

5 坂井地区広域連合負担金（葬祭場、し尿処理施設） 57,011 生活環境課

6 福井坂井地区広域市町村圏事務組合負担金（塵芥処理費等） 227,450 生活環境課

7 ごみ処理事業 166,776 生活環境課

8 重度障害者（児）医療費助成事業 155,150 福祉課

9 障害者自立支援給付事業 635,774 福祉課

10 養護老人施設措置事業 150,032 福祉課

11 生活保護給付事業 250,000 福祉課

12 児童手当支給事業 381,542 子育て支援課

13 児童扶養手当支給事業 106,110 子育て支援課

14 坂井地区広域連合負担金（介護保険） 445,631 健康長寿課

15 新幹線建設事業負担金 97,242 新幹線まちづくり課

16 新幹線関連公共施設等整備事業 87,618 新幹線まちづくり課

17 新幹線整備関連事業（鉄道建設・運輸施設整備支援機構） 121,399 新幹線まちづくり課

18 水道事業会計補助金（高料金対策分） 118,000 上下水道課

19 公共下水道事業会計補助金（高資本対策分） 162,000 上下水道課

・多世帯同居リフォーム支援事業補助金
・多世帯近居住宅取得支援事業補助金

・子育て世帯と移住者への住まいリフォーム支援事業補助金
・子育て世帯と移住者への住まい取得支援事業補助金

・商業エリア（芦原温泉駅、あわら湯のまち駅周辺）の空き家・空き店舗を活用する起業者への支援



 

 

 

 

 

（１）歳入歳出予算の補正状況 

 

 平成 30 年度下半期においては、平成 30 年度中に措置しなければならない経費及び国庫

補助事業等の確定に伴う補正を行いました。 

 

                                         （単位：千円） 

 

 

14,540,000 1,071,840 △ 89,615 51,832 53,859 22,487 446,333 △ 290,003 15,806,733

国民健康保険
特別会計

3,112,900 46,679 6,518 71,898 3,237,995

後期高齢者医療特
別会計

333,780 15,142 348,922

農業者労働災害共
済特別会計

5,000 5,000

小　計 3,451,680 0 0 0 46,679 0 6,518 87,040 3,591,917

水道事業会計 992,770 10,486 9,590 2,761 △ 188 1,015,419

工業用水道
事業会計

16,845 56 16,901

公共下水道

事業会計
2,320,609 85,137 △ 5,800 4,915 14,681 2,419,542

農業集落排水
事業会計

27,515 74 27,589

小　計 3,357,739 95,623 3,790 0 0 0 7,806 14,493 3,479,451

21,349,419 1,167,463 △ 85,825 51,832 100,538 22,487 460,657 △ 188,470 22,878,101

3月
補正

予算額

企
業
会
計

合　計

会計区分
当初予算額 予算現額

一般会計

特

別
会
計

予算現額

繰越
予算額

6月
補正
予算額

7月
補正（専決）

予算額

9月
補正
予算額

9月
補正（専決）

予算額

12月
補正
予算額

第２ 平成３０度下半期の財政状況 

１ 予算の収入支出状況 



（２） 予算執行状況（平成３１年３月 31日現在） 

 

①一般会計                                  （単位：千円、％） 

歳入予算科目 予算現額 収入済額 割合  歳出予算科目 予算現額 支出済額 割合 

市税 4,701,859 4,724,213 100.5  議会費 170,830 169,258 99.1  

地方譲与税 118,000 120,577 102.2  総務費 1,357,387 1,163,125 85.7  

利子割交付金 6,000 7,479 124.7  民生費 4,904,377 4,470,949 91.2  

配当割交付金 16,000 14,236 89.0  衛生費 775,621 732,671 94.5  

株式等譲渡所得割交付金 15,000 12,268 81.8  労働費 53,281 52,893 99.3  

地方消費税交付金 519,000 530,201 102.2  農林水産業費 948,430 685,710 72.3  

ゴルフ場利用税交付金 60,000 59,059 98.4  商工費 686,959 635,686 92.5  

自動車取得税交付金 33,000 42,047 127.4  土木費 2,487,864 1,873,878 75.3  

地方特例交付金 10,000 12,887 128.9  消防費 745,903 545,223 73.1  

地方交付税 3,040,418 3,133,393 103.1  教育費 1,864,278 1,766,918 94.8  

交通安全対策特別交付金 3,000 2,949 98.3  災害復旧費 46,358 30,086 64.9  

分担金及び負担金 302,009 268,401 88.9  公債費 1,537,337 1,521,299 99.0  

使用料及び手数料 170,001 155,667 91.6  諸支出金 220,843 206,563 93.5  

国庫支出金 2,176,136 1,880,447 86.4  予備費 7,265 0 0.0  

県支出金 1,554,246 851,918 54.8  合 計 15,806,733 13,854,260 87.6 

財産収入 115,817 113,902 98.3      

寄附金 50,470 36,534 72.4      

繰入金 603,459 601,809 99.7      

繰越金 397,142 397,142 100.0      

諸収入 509,804 266,506 52.3      

市債 1,405,372 539,900 38.4      

合 計 15,806,733 13,771,533 87.1      

 

 

 

 

  



②特別会計                      （単位：千円、％） 

会計区分 予算現額 

歳入 歳出 

収入済額 割合 支出済額 割合 

国民健康保険特別会計 3,237,995 2,987,235 92.3 2,963,701 91.5 

後期高齢者医療特別会計 348,922 343,715 98.5 341,552 97.9 

農業者労働災害共済特別会計 5,000 2,420 48.4 2,034 40.7 

 

 

③企業会計                                （単位：千円、％） 

会計区分 

歳入 歳出 

予算現額 収入済額 割合 予算現額 支出済額 割合 

水道事業会計 

収益的収支 811,049 762,304 99.5 765,375 737,425 96.4 

資本的収支 85,460 71,164 83.3 250,044 228,350 91.3 

工業用水道事

業会計 

収益的収支 4,091 4,306 105.3 16,901 14,395 85.2 

資本的収支       

公共下水道事

業会計 

収益的収支 1,216,797 1,145,781 98.6 1,226,143 1,198,039 97.7 

資本的収支 744,249 675,927 90.8 1,193,399 1,075,053 90.1 

農業集落排水

事業会計 

収益的収支 20,253 19,803 102.7 20,430 19,057 93.3 

資本的収支 4,400 4,400 100.0 7,159 7,157 100.0 

 

 

 

  



 

（１）基金の現在高 

 

                                 （単位：千円） 

区分 
基金現在高 

（平成 31 年 3月 31 日現在） 

一般会計 5,250,233 

 

財政調整基金 2,891,000 

減債基金 148,209 

自動車購入基金 16,322 

土地開発基金 199,376 

ふるさと創生基金 164,934 

福祉基金 225,798 

工業等振興基金 1,323 

南部土地区画整理基金 39,687 

地域振興基金 1,300,000 

ふるさとあわらサポート基金 189,506 

金津雲雀ケ丘寮基金 34,078 

学校施設整備基金 40,000 

特別会計 557,983 

 

国民健康保険特別会計 523,433 

農業者労働災害共済特別会計 34,550 

総合計 5,808,216 

 

 

  

２ 市有財産、市債及び一時借入金の状況 



（２）市債及び一時借入金の現在高 

 

                                 （単位：千円） 

区分 
市債現在高 

（平成 31 年 3月 31 日現在） 

一般会計 16,680,218 

 

うち合併特例債 6,482,917 

うち臨時財政対策債 6,968,265 

うちその他 3,229,036 

企業会計 12,089,150 

 

公共下水道事業会計 10,400,322 

水道事業会計 1,362,516 

農業集落排水事業会計 326,312 

総合計 28,769,368 

 

                                 （単位：千円） 

一時借入金（平成 31 年 3月 31 日現在） 

0 

 


